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1【本資料に関してご留意いただきたい事項】の内容を必ずご覧ください。

2022年の運用状況と今後の見通し

・基準価額(1万口当たり)は、運用管理費用(信託報酬)控除後の値です。 ・信託報酬率は、後記の「ファンドの費用」に記載しています。 ・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果
を示唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮しておりません。 ・なお、表示期間において分配金のお支払いはありませんでした。

2022年の運用状況 今後の見通し

基準価額・純資産総額の推移

  2022年1月から6月中旬にかけては、米インフレ（物価上昇）の長期化
懸念、米連邦準備制度理事会（FRB）による金融引き締めの早期開始
と引き締め強化、ウクライナ情勢などの地政学リスク、上海ロックダウンによる
世界的な製造業の供給網混乱、グローバルでの景気減速懸念などを
背景に、これまで株価が上昇していた成長銘柄や外国株式のなかでも
情報通信関連などの成長銘柄が大きく売られる展開となり基準価額は
大幅に下落しました。こうした環境の下、中小型成長銘柄の組入比率を
引き下げた一方で、大型かつ業績成長確度が高いと考える銘柄を組入れ
ました。

  6月下旬から8月中旬にかけては、商品市況が落ち着きを見せインフレへの
過度な警戒感が一服したことや堅調な国内企業の決算などを背景に
基準価額は上昇しました。こうした環境の下、外需関連銘柄の比率を
引き下げ、独自の個別成長期待が高い銘柄などの比率を引き上げました。
また、7月の参議院選挙後の経済対策期待などを考慮し、日本株式の
投資比率を徐々に引き上げました。

  8月下旬から12月末にかけては、米国のインフレ動向や金融政策の見通し、
グローバルでの景況感に大きく左右され、一進一退の展開となりましが、
年末にかけて、再び半導体関連銘柄や中小型成長銘柄が売られる展開
となり基準価額は下落しました。こうした環境の下、インフレによる業績悪化
リスクや米国金利上昇による投資価値基準の低下リスクを勘案し、外国
株式の投資比率を引き下げ、相対的に割安感がある日本株式の投資
比率を引き上げました。また、外需関連銘柄の比率を引き下げ、内需関連
の中でも安定成長が期待される銘柄などを組入れました。

世界的な景気減速やインフレに対する懸念、新型コロナウィルス（以下、新型
コロナ）感染拡大の状況、地政学リスクなど外部環境は依然として不透明感
があります。しかし、徐々にインフレはピークアウトすると想定され、それに伴い米国
での利上げペースの減速、打ち止めが視野に入り、株式市況にとっては好材料
となると考えます。国内では、新型コロナ感染拡大からの経済活動の正常化
に伴う消費の回復などが期待されます。そのような投資環境見通しの下、今期・
来期以降の企業業績の動向を精査し、成長領域であると考える、環境、情報
通信、ヘルスケア、新素材に関連する銘柄に積極的に投資する方針です。
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2022年

(期間︓2018年3月27日～2022年12月30日)

平素より、「未来イノベーション成長株ファンド」をご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。
当ファンドの2022年の運用状況と組入銘柄についてご紹介致します。今後とも引き続き、当ファンドをご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。



【本資料に関してご留意いただきたい事項】の内容を必ずご覧ください。 2

当ファンドにおける投資テーマのイメージ

• 5G(第5世代移動通信システム)

• IoT (モノのインターネット)

• 自動運転車

• ウェアラブル端末

情報通信情報通信
• 地球温暖化

• エネルギーの多様化

• 省エネ化

• 次世代自動車

環境環境

• 高齢化社会

• 医薬品、医療機器市場の拡大

• 新薬、治療方法の開発

ヘルスケアヘルスケア
• リチウムイオン電池

• 電子機器の機能向上

• 自動車の軽量化・燃費向上

新素材新素材

（2022年12月末現在）

イノベーションによって成長が期待される企業に投資

  当ファンドは、次の時代を創るイノベーションを見極め、日本を含む世界の未来を牽引する企業へ積極的に投資
することで、将来の高い成長を享受し、中長期的な値上がり益の獲得をめざします。

  2022年12月末現在、「情報通信」「環境」「ヘルスケア」「新素材」の4つの投資テーマに注目しています。

･写真はイメージです。
･上記はイメージであり、すべてを網羅するものではありません。　･現在の投資テーマとしては、情報通信、環境、ヘルスケア、新素材に注目しておりますが、将来変更する場合があります。
･市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

･写真はイメージです。
･上記はイメージであり、すべてを網羅するものではありません。　･現在の投資テーマとしては、情報通信、環境、ヘルスケア、新素材に注目しておりますが、将来変更する場合があります。
･市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

･写真はイメージです。
･上記はイメージであり、すべてを網羅するものではありません。　･現在の投資テーマとしては、情報通信、環境、ヘルスケア、新素材に注目しておりますが、将来変更する場合があります。
･市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。



3【本資料に関してご留意いただきたい事項】の内容を必ずご覧ください。

ファンドの目的・特色

1

2

「ボトムアップ・アプローチ」とは、投資対象となる個別企業の調査、分析に裏付け
られた投資判断をもとに銘柄選定を行い、その積み上げによりポートフォリオを構築
していく方法です。

ファンドの目的 日本を含む世界の株式を主要投資対象とし、主として中長期的な値上がり益の獲得をめざします。
ファンドの特色

次の時代を創るイノベーション＊を捉えることをめざします。
●次の時代を創るイノベーションを見極め、魅力ある投資テーマを選定し
ます。

●投資テーマに基づき、日本を含む世界の未来を牽引する企業へ積極
的に投資することで、将来の高い成長を享受し、中長期的な値上がり
益の獲得をめざします。
＊当ファンドにおいては、技術の革新にとどまらず、これまでとは違った
新たな考え方、仕組み等を取り入れて、新たな価値を生み出すこと
をいいます。

　　投資テーマのイメージについては、前記をご覧ください。

● ボトムアップ・アプローチによりテーマや産業の分散を意識しながら競争
力のある企業を選定します。

●日本の企業を中心に、日本国内に加えグローバルなイノベーションを
捉えられる企業に投資を行います。

●組入外貨建資産については原則として為替ヘッジを行い、為替変動
リスクの低減を図ります。

日本株を中心に世界の株式に投資を行います。

運用プロセスについては、右記をご覧ください。

･上記は銘柄選定の視点を示したものであり、すべてを網羅するものではありません。また、実際にファンドで投資する銘柄の将来の
運用成果等を示唆・保証するものではありません。上記は、2022年12月末現在のプロセスであり、今後変更されることがあります。

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

運用プロセス

日本株式わが国の
株式

北米、
欧州、アジア、
オセアニア
の各地域の株式

定量分析
営業利益率の変化等より収益性改善や
利益成長等を分析　

外国株式

▼
▼
▼

▼
▼
▼

▼
▼
▼

▼
▼
▼

▼
▼
▼

▼
▼
▼

ポートフォリオ構築ポートフォリオ構築ポートフォリオ構築

バリュエーション分析等

日本国内に加えグローバルな
イノベーションを捉えられる企業を選定

定性分析
2つの局面から成長銘柄を選別
成長局面
新たな収益機会の獲得等による業績成長局面
（主に中小型銘柄に注目）
再成長局面
既存サービス・製品の改良等を背景にした
業績再成長局面
（主に大型銘柄に注目）

投資対象候補銘柄

投資テーマで銘柄選定

運用チームによる分析・調査



4【本資料に関してご留意いただきたい事項】の内容を必ずご覧ください。

ファンドの目的・特色

3 年1回の決算時(6月20日(休業日の場合は翌営業日))に分配金額を決定します。
●分配金額は委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象収益が少額の場合には、分配を行わないことがあります。

将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

分配金額の決定にあたっては、信託財産の成長を優先し、原則として分配を抑制する方針とします。(基準価額水準や市況動向等により変更
する場合があります。)

Global Industry Classification Standard (“GICS”)は、MSCI Inc.とS&P(Standard & Poorʼs)が開発した業種分類です。GICSに関する知的財産所有権はMSCI Inc.およびS&Pに帰属します。
【ＧＩＣＳ(世界産業分類基準)について】

Morningstar Award “Fund of the Year 2020”
優秀ファンド賞
を受賞しました。
※国内株式型 部門

Morningstar Award “Fund of the Year 2020”は国内追加型株式投資信託を選考対象として独自の定量分析、定性分析に基づき、
2020年において各部門別に総合的に優秀であるとモーニングスターが判断したものです。国内株式型 部門は、2020年12月末において当該
部門に属するファンド908本の中から選考されました。
Morningstar Award “Fund of the Year 2020”は過去の情報に基づくものであり、将来のパフォーマンスを保証するものではありません。
また、モーニングスターが信頼できると判断したデータにより評価しましたが、その正確性、完全性等について保証するものではありません。著作権等
の知的所有権その他一切の権利はモーニングスター株式会社並びにMorningstar，Inc．に帰属し、許可なく複製、転載、引用することを
禁じます。



5【本資料に関してご留意いただきたい事項】の内容を必ずご覧ください。

運用実績（2022年12月30日現在） 最新の運用実績は委託会社のホームページ等にてご確認いただけます。

・原則として、比率は純資産総額に対する割合です。 ・国・地域は原則、主要取引所所在地で分類しています。 ・業種は、GICS(世界産業分類基準)で分類しています。 ・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、組入上位銘柄を紹介したものです。
したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。 ・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・
保証するものではありません。

組入上位銘柄(日本株式：上位10銘柄、外国株式：上位3銘柄) 組入銘柄数:54銘柄(日本株式・・・40銘柄、外国株式・・・14銘柄)

そーせいグループ

第一三共

ソニーグループ

朝日インテック

東海旅客鉄道

日立製作所

Sansan

ウエストホールディングス

東京エレクトロン

ユニ・チャーム

日本

日本

日本

日本

日本

日本

日本

日本

日本

日本

ヘルスケア

ヘルスケア

一般消費財・サービス

ヘルスケア

資本財・サービス

資本財・サービス

情報技術

公益事業

情報技術

生活必需品

ヘルスケア

ヘルスケア

情報通信

ヘルスケア

環境

情報通信

情報通信

環境

情報通信

ヘルスケア

4.5%

4.3%

3.7%

3.4%

3.3%

3.3%

3.1%

2.9%

2.9%

2.8%

銘柄 国・地域 業種 テーマ 比率 銘柄概要と運用者の投資視点
アンメットメディカル(いまだ有効な治療方法が確立されていない疾病)のニーズが高い領域での新規治療薬候補の探索、初期開発に重点的に取り
組む国際的なバイオ医薬品企業。神経疾患、免疫疾患などの領域で自社開発中の製品を持ち、新薬の創出などによる今後の業績成長に期待。

高い創薬技術に強みをもつ国内製薬メーカー大手。2025年のビジョンとして「がんに強みを持つ先進的グローバル創薬企業」となることを掲げており、
国内外での売上拡大と、持続的な利益成長に期待。

エレクトロニクス事業等のハードウェアに加え、コンテンツサービス等のソフトウェアでの業績拡大を評価。スマートフォン用カメラから車載用カメラへの拡大
が期待されるCMOSイメージセンサーに強み。ソフトウェアではゲームや音楽などコンテンツ配信による継続的な収益拡大に期待。

狭心症や心筋梗塞の治療に使われるPTCA(経皮的冠動脈形成術)ガイドワイヤーが主力製品。素材から製品までの一貫生産体制が強み。日欧
では高シェアを獲得。今後は直販化を進める米国でのシェア獲得に期待。

東海道新幹線と在来線の運営に加え、流通、不動産事業等も行う。モーダルシフトや省エネ車両等による環境負荷低減や、ビジネス利用での利便性
向上・デジタルを活用した効率的な業務執行体制の構築などによる収益拡大に期待。

大手総合電機メーカー。IT、エネルギー、モビリティなど広範に事業を手掛ける。社会的なデジタルトランスフォーメーション(DX)需要の高まりによる
デジタルサービスを基軸とした事業領域の成長や、脱炭素化に向けたソリューションの提供などによる業績拡大に期待。

法人向けクラウド名刺管理サービスの「Sansan」などを提供するソフトウェア企業。名刺管理サービスでは国内トップクラスのシェアを誇り、今後も国内での普及拡大で
成長が見込まれる。また、様々な形式の請求書をオンライン上で受領可能にするサービスである「Bill One」も契約企業数が増えており、今後の業績貢献に期待。

太陽光エネルギーを主軸に、需要の急成長が見込めるグリーン電力事業に注力。太陽光発電システムにおいては豊富な実績を強みに国内での
受注件数増加が期待され、アフターメンテナンス等のストック型ビジネスの拡大が業績へ貢献することに期待。

半導体製造装置の大手メーカー。半導体を生産する「半導体製造装置」と、スマートフォンやテレビなどに使用されるフラットパネルディスプレイ(FPD)
の製造を担う「FPD製造装置」の２つが基幹事業。半導体市場の発展とともに同社の製品需要が増え、更なる業績成長に期待。

生理用品、ベビーケア用品、ヘルスケア用品などに強みを持ち、世界的に事業を展開。市場が成熟化している先進国では安定的な収益基盤を確保
する一方、成長市場であるアジアなどの地域では経営資源を積極的に投入し、海外売上の拡大をめざすことで、今後の更なる業績成長に期待。

ロレアル

デクスコム

ジボーダン

フランス

アメリカ

スイス

生活必需品

ヘルスケア

素材

ヘルスケア

ヘルスケア

ヘルスケア

1.5%

1.5%

1.3%

銘柄 国・地域 業種 テーマ 比率 銘柄概要と運用者の投資視点
スキンケア、メイクアップ、香水、ヘアケア製品などで高いシェアを誇る化粧品メーカー。同社は普遍化(ユニバーサリゼーション)戦略を掲げており、世界中
一人ひとりの需要を満たすべく多種類のブランドを有している。このような戦略のもとで、化粧品市場の成長を凌ぐ成長率で事業拡大することに期待。

糖尿病患者や医療従事者などが使用するシステムを提供している医療機器製造会社。主力の持続血糖測定器が米国市場で普及することに加え、
糖尿病患者の多い他の先進国への参入で更なる業績貢献に期待。

食品、飲料、香水、日用品などに用いられる天然・人工原料の香料の製造・販売を世界的に展開。プラントベース食品の需要の高まりや、アジアなど
の成長性の高い地域での売上成長による業績拡大に期待。

(出所)各社HP等を基に三菱UFJ国際投信作成



6【本資料に関してご留意いただきたい事項】の内容を必ずご覧ください。

組入銘柄紹介（情報通信）（2022年12月30日現在）

・国・地域は原則、主要取引所所在地で分類しています。 ・業種は、GICS(世界産業分類基準)で分類しています。 ・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、組入上位銘柄を紹介したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、
当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。 ・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

●  2022年12月末時点での各テーマ毎の組入上位銘柄をご紹介します。
日立製作所(6501)

Company Data

国・地域︓日本

業種︓資本財・サービス

株式時価総額︓
6兆2,767億円
(2022年12月末時点)

ＤＸとＧＸの両輪に期待

大手総合電機メーカー。IT、エネルギー、モビリティ
など広範に事業を手掛ける。

社会的なDX需要の高まりによるデジタルサービス
を基軸とした事業領域の成長や、脱炭素化など
のグリーントランスフォーメーション(GX)に向けた
ソリューションの提供などによる業績拡大に期待。

ソニーグループ(6758)

Company Data

国・地域︓日本

業種︓一般消費財・
　　　　 サービス

株式時価総額︓
12兆6,550億円
(2022年12月末時点)
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株価

(期間︓2012年12月28日～2022年12月30日)(円)

革新的製品や感動に満ちたコンテンツによる
業績拡大に期待

電子製品およびコンテンツ制作の大手メーカー。
テレビ、カメラ、オーディオ、ゲーム機器等の製造に
加え、ゲームや映画、音楽制作などを手掛ける。
主力のスマートフォン用カメラから車載用やイン
ダストリー用途などへの拡大が期待されるCMOS
イメージセンサーに強み。

エレクトロニクス関連製品に加え、同社のクリエイ
ターが生み出す質の高い各種コンテンツサービス
による業績拡大を評価。具体的には、ゲームや
音楽、映画などのコンテンツ配信等による継続的
な収益拡大に期待。

(出所)Bloombergのデータ、各社HP等を基に三菱UFJ国際投信作成
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7【本資料に関してご留意いただきたい事項】の内容を必ずご覧ください。

組入銘柄紹介（ヘルスケア）（2022年12月30日現在）

2012年12月28日 2017年12月28日 2022年12月28日

(期間︓2012年12月28日～2022年12月30日)(円)

・国・地域は原則、主要取引所所在地で分類しています。 ・業種は、GICS(世界産業分類基準)で分類しています。 ・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、組入上位銘柄を紹介したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、
当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。 ・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

●  2022年12月末時点での各テーマ毎の組入上位銘柄をご紹介します。
そーせいグループ(4565)

Company Data

国・地域︓日本

業種︓ヘルスケア

株式時価総額︓
1,752億円
(2022年12月末時点)

アンメット・メディカル・ニーズに対する新薬
開発に期待

Gタンパク質共役受容体(GPCR)の安定化技術
で世界をリード。GPCRを適切な立体構造で安定
化するという独自の技術を最大限に活かし、薬理
学的に最適化された新規薬物をデザインする能力
およびノウハウを有する。

新規治療薬候補の探索、初期開発に重点的に
取り組む国際的なバイオ医薬品企業。武田薬品
工業やファイザーなどの大手グローバル製薬企業、
ならびに複数の新興バイオ医薬品企業と提携。

第一三共(4568)

Company Data

国・地域︓日本

業種︓ヘルスケア

株式時価総額︓
8兆2,749億円
(2022年12月末時点)

株価
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グローバル製薬メーカーへ

これまでの高血圧などの循環器領域を中心とした
事業から、がんを中心に専門医が処方するスペ
シャリティ領域で、現在の医学では最善とされ広く
用いられている治療法を変革する先進的な製品・
パイプラインを持つグローバル企業への転換を
めざす。

3つの抗がん剤(エンハーツ、Dato-DXd、HER3-
DXd)の製品価値最大化をめざして研究開発
リソースを集中投入。

(出所)Bloombergのデータ、各社HP等を基に三菱UFJ国際投信作成
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8【本資料に関してご留意いただきたい事項】の内容を必ずご覧ください。

組入銘柄紹介（環境）（2022年12月30日現在）

10,000

2012年12月28日 2017年12月28日 2022年12月28日

・国・地域は原則、主要取引所所在地で分類しています。 ・業種は、GICS(世界産業分類基準)で分類しています。 ・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、組入上位銘柄を紹介したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、
当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。 ・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

●  2022年12月末時点での各テーマ毎の組入上位銘柄をご紹介します。
東海旅客鉄道(9022)

Company Data

国・地域︓日本

業種︓資本財・サービス

株式時価総額︓
3兆3,382億円
(2022年12月末時点)

新型コロナ感染拡大から新常態への移行に
よる運輸収入拡大に期待

収益源である東海道新幹線や東海地方の在来
線の運営に加え、百貨店事業、ホテル事業、駅
ビル等の不動産賃貸事業なども手掛ける。

新型コロナ感染拡大からの経済正常化に伴い、
落ち込んでいた旅客需要が回復することで高採算
の東海道新幹線の利用者が増加し、業績改善
が進むことに期待。

ウエストホールディングス(1407)

Company Data

国・地域︓日本

業種︓公益事業

株式時価総額︓
2,021億円
(2022年12月末時点)
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株価

(期間︓2012年12月28日～2022年12月30日)(円)

太陽光発電市場の拡大に期待

太陽光エネルギーを主軸に、需要の急成長が
見込めるグリーン電力事業に注力。

太陽光発電システムにおいて豊富な実績を強み
に国内での受注件数増加が期待され、アフター
メンテナンス等のストック型ビジネスの拡大が業績
へ貢献することに期待。

(出所)Bloombergのデータ、各社HP等を基に三菱UFJ国際投信作成
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9【本資料に関してご留意いただきたい事項】の内容を必ずご覧ください。

組入銘柄紹介（新素材）（2022年12月30日現在）

昭和電工＊(4004)

Company Data

国・地域︓日本

業種︓素材

株式時価総額︓
3,735億円
(2022年12月末時点)

黒鉛電極やエレクトロニクス材料の成長に期待

事業は石油化学、エレクトロニクスガス、ハード
ディスクメディア、人造黒鉛電極など多岐にわたる。
同社の川中の素材技術に、川下のアプリケーション
技術の融合で世界トップクラスの機能性化学
メーカーへ。

世界的な電炉生産の拡大に伴う黒鉛電極の
需給の改善に加え、半導体向けを主体とした
エレクトロニクス材料や自動車向けの増加による
リチウムイオン電池材料などの成長にも期待。

＊ 2023年1月、統合によりレゾナック・ホールディングスに社名
変更。

デクセリアルズ(4980)

Company Data

国・地域︓日本

業種︓情報技術

株式時価総額︓
1,646億円
(2022年12月末時点)

(期間︓2012年12月28日～2022年12月30日)

ニッチな電子材料群が収益を牽引

スマートフォンやノートPCをはじめとするエレクトロ
ニクス機器や電装化が進む自動車に欠かせない
電子部品、接合材料、光学材料など機能性
材料の開発・製造・販売を手掛ける。

自動車事業をはじめ新規領域における製品の
拡販に努めるなど、事業ポートフォリオの見直しを
継続的に推進。

(出所)Bloombergのデータ、各社HP等を基に三菱UFJ国際投信作成
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・国・地域は原則、主要取引所所在地で分類しています。 ・業種は、GICS(世界産業分類基準)で分類しています。 ・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、組入上位銘柄を紹介したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、
当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。 ・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

●  2022年12月末時点での各テーマ毎の組入上位銘柄をご紹介します。

・上記株価は2015年7月29日上場のため、株価の取得が可能な2015年7月29日からの株価の推移を
表示しています。



10【本資料に関してご留意いただきたい事項】の内容を必ずご覧ください。

組入銘柄紹介（外国株式）（2022年12月30日現在）

・国・地域は原則、主要取引所所在地で分類しています。 ・業種は、GICS(世界産業分類基準)で分類しています。 ・上記銘柄の株価は、現地通貨ベースです。 ・時価総額は2022年12月末時点の為替レート(1ユーロ=140.41円、1米ドル=
131.12円)にて円換算しています。 ・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、組入上位銘柄を紹介したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。
・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

●  2022年12月末時点での組入外国株式のうち、組入上位銘柄をご紹介します。
ロレアル(テーマ：ヘルスケア)

Company Data

国・地域︓フランス

業種︓生活必需品

株式時価総額︓
25兆1,408億円
(2022年12月末時点)

高いブランド力で化粧品市場を牽引

スキンケア、メイクアップ、香水、ヘアケア製品など
で高いシェアを誇る化粧品メーカー。ランコム、
ロレアル  パリ、メイベリン　ニューヨークなどのブランド
を有し、世界各地で事業を展開。

同社はユニバーサリゼーション戦略を掲げており、
世界中一人ひとりの需要を満たすべく多種類の
ブランドを有している。このような戦略のもとで、
化粧品市場の成長を凌ぐ成長率で事業拡大
することに期待。
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(期間︓2012年12月28日～2022年12月30日)(米ドル)

デクスコム(テーマ：ヘルスケア)

Company Data

国・地域︓アメリカ

業種︓ヘルスケア

株式時価総額︓
5兆7,352億円
(2022年12月末時点)

株価

(ユーロ)

糖尿病患者向けの血糖モニタリング機器の
シェア拡大に期待

糖尿病患者や医療従事者などが使用するシステム
を提供している医療機器製造会社。糖尿病患者
を対象とした血糖モニタリング機器の設計・開発
に注力する。

主力の持続血糖測定器が米国市場で普及する
ことに加え、糖尿病患者の多い他の先進国への
参入で更なる業績貢献に期待。

(出所)Bloombergのデータ、各社HP等を基に三菱UFJ国際投信作成
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11【本資料に関してご留意いただきたい事項】の内容を必ずご覧ください。

当ファンドにおける外国株式の位置づけ

・国・地域は原則、主要取引所所在地で分類しています。 ・業種は、GICS(世界産業分類基準)で分類しています。 ・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、外国株式の組入銘柄を紹介したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするもの
ではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。 ・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

●  当ファンドでは、①イノベーションを生み出す企業や、②生み出されたイノベーションを活用する企業の中で、日本企業を凌駕
するグローバルリーダーが存在する外国の企業の成長機会を捉えるために、外国株式に投資しています。

●  新型コロナ感染拡大をきっかけに、多くの業界でDX化が進み、デジタルデータ量の増加やクラウドサービスの拡大等が加速
しています。このような分野では、米国企業が圧倒的に強い競争力を持っています。また、ヘルスケア関連分野でも独自
技術・製品・戦略が魅力的で競争力の強い企業はグローバルで存在します。加えて、中国のように広大な成長市場がある
一方で、日本企業の参入が難しい分野においては、中国企業(香港上場企業)に投資することで、中国市場の成長機会
も捉えることをめざします。

当ファンドで組み入れている外国株式一覧（2022年12月30日現在）

ロレアル
デクスコム
ジボーダン
ロックウェル・オートメーション
ストラウマン・ホールディング
マイクロソフト
コスター・グループ
インテュイティブサージカル
コストコホールセール
ＣＳＬ
アドビ
サービスナウ
ショックウェーブ・メディカル
信義光能［シンイー・ソーラー］

フランス
アメリカ
スイス
アメリカ
スイス
アメリカ
アメリカ
アメリカ
アメリカ

オーストラリア
アメリカ
アメリカ
アメリカ
香港

1.5%
1.5%
1.3%
1.3%
1.3%
0.9%
0.8%
0.7%
0.6%
0.6%
0.6%
0.6%
0.4%
0.3%

生活必需品
ヘルスケア
素材
資本財・サービス
ヘルスケア
情報技術
資本財・サービス
ヘルスケア
生活必需品
ヘルスケア
情報技術
情報技術
ヘルスケア
情報技術

銘柄名称 国・地域 業種 比率



12【本資料に関してご留意いただきたい事項】の内容を必ずご覧ください。

投資リスク

■基準価額の変動要因
ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運用により信託財産に生じた損益はすべて投資者の
みなさまに帰属します。
したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
投資信託は預貯金と異なります。
ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。
価格変動リスク
株式の価格は、株式市場全体の動向のほか、発行企業の業績や業績に対する市場の
見通しなどの影響を受けて変動します。組入株式の価格の下落は基準価額の下落要因と
なります。

信用リスク
株式の発行企業の経営、財務状況が悪化したり、市場においてその懸念が高まった場合
には、株式の価格が下落すること、配当金が減額あるいは支払いが停止されること、倒産等
によりその価値がなくなること等があります。

為替変動リスク
組入外貨建資産については、為替ヘッジにより為替変動リスクの低減を図りますが、為替
変動リスクを完全に排除できるものではありません。為替ヘッジを行う場合で円金利がヘッジ
対象通貨建の金利より低いときには、これらの金利差相当分のヘッジコストがかかることに
ご留意ください。ただし、為替市場の状況によっては、金利差相当分以上のヘッジコストと
なる場合があります。

流動性リスク
株式を売買しようとする際に、その株式の取引量が十分でない場合や規制等により取引が
制限されている場合には、売買が成立しなかったり、十分な数量の売買が出来なかったり、
ファンドの売買自体によって市場価格が動き、結果として不利な価格での取引となる場合が
あります。

上記は主なリスクであり、これらに限定されるものではありません。

■その他の留意点

■リスクの管理体制

 ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定(いわゆるクーリングオフ)の適用はありません。
 ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的
に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額に
マイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金のお支払が遅延する可能性があります。

 収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益の水準を示すものではありません。収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行わ
れる場合があります。投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド
購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。
したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

委託会社では、ファンドのコンセプトに沿ったリスクの範囲内で運用を行うとともに運用部から独立した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等の
リスク管理を行い、運用管理委員会において、それらの状況の報告を行うほか、必要に応じて改善策を審議しています。
また、流動性リスク管理に関する規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングなどを実施するとともに、緊急時対応策を策定し流動性リスク
の評価と管理プロセスの検証などを行います。運用管理委員会は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、監督します。



13【本資料に関してご留意いただきたい事項】の内容を必ずご覧ください。

お申込みメモ

ご購入の際は、投資信託説明書(交付目論見書)でご確認ください。

購入単位
販売会社が定める単位
販売会社にご確認ください。

購入価額
購入申込受付日の翌営業日の基準価額
※基準価額は1万口当たりで表示されます。

購
入
時

信託期間
2028年6月20日まで(2018年3月27日設定)

繰上償還
ファンドの受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合等には、信託期間を繰上げて
償還となることがあります。

決算日
毎年6月20日(休業日の場合は翌営業日)

収益分配
年1回の決算時に分配金額を決定します。(分配金額の決定にあたっては、信託財産の
成長を優先し、原則として分配を抑制する方針とします。)
販売会社との契約によっては、収益分配金の再投資が可能です。

課税関係
課税上は、株式投資信託として取扱われます。個人投資者については、収益分配時の
普通分配金ならびに換金時および償還時の譲渡益に対して課税されます。NISA(少額
投資非課税制度)およびジュニアNISA(未成年者少額投資非課税制度)の適用対象です。
税法が改正された場合等には、変更となることがあります。

そ
の
他

換金単位
販売会社が定める単位
販売会社にご確認ください。

換金価額
換金申込受付日の翌営業日の基準価額

換金代金
原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目から販売会社においてお支払いします。

換
金
時

申込締切時間
原則として、午後3時までに販売会社が受付けたものを当日の申込分とします。

換金制限
ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口の換金のお申込みに制限を設ける場合があります。

購入・換金申込受付の中止および取消し
金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情が
あるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止すること、およびすでに受付けた購入・換金の
お申込みの受付を取消すことがあります。
また、信託金の限度額に達しない場合でも、ファンドの運用規模・運用効率等を勘案し、
市況動向や資金流入の動向等に応じて、購入のお申込みの受付を中止することがあります。

申
込
に
つ
い
て



14【本資料に関してご留意いただきたい事項】の内容を必ずご覧ください。

ファンドの費用

ご購入の際は、投資信託説明書(交付目論見書)でご確認ください。

購入価額に対して、上限3.30％（税抜3.00％）
販売会社が定めます。
くわしくは、販売会社にご確認ください

購
入
時

◎お客さまが直接的に負担する費用 ◎お客さまが信託財産で間接的に負担する費用

購入時
手数料

ありません。
換
金
時

信託財産
留保額

以下の費用・手数料についてもファンドが負担します。
・ 監査法人に支払われるファンドの監査費用
・ 有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料
・ 有価証券等を海外で保管する場合、海外の保管機関に支払われる

費用
・ その他信託事務の処理にかかる諸費用 等
※上記の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、

あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。

※運用管理費用(信託報酬)および監査費用は、日々計上され、ファンドの基準価額に反映され
ます。毎計算期間の6ヵ月終了時、毎決算時または償還時にファンドから支払われます。

※上記の費用(手数料等)については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ
合計額等を記載することはできません。なお、ファンドが負担する費用(手数料等)の支払い
実績は、交付運用報告書に開示されていますのでご参照ください。

日々の純資産総額に対して、
年率1.6940％ (税抜 年率1.5400％)をかけた額

保
有
期
間
中

運用管理費用
(信託報酬)

その他の費用・
手数料

本資料に関してご留意いただきたい事項
●本資料は、三菱UFJ国際投信が作成した情報提供資料です。投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書(交付目論見書)の内容を必ずご確認のうえ、ご自身

でご判断ください。
●本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
●本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。
●投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の

補償の対象ではありません。
●投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。



販売会社情報一覧表（2022年12月30日時点）

  投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで

●お客さま専用フリーダイヤル
　 0120-151034（受付時間／営業日の9:00～17:00）
●ホームページアドレス
　 https://www.am.mufg.jp/

FP23-08258

三菱UFJ国際投信株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号
加入協会：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会  

設定・運用は

商号 登録番号等 日本証券業
協会

一般社団法人
日本

投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種

金融商品
取引業協会

登録金融機関

登録金融機関

登録金融機関

金融商品取引業者

金融商品取引業者

株式会社三菱UFJ銀行（インターネット専用）

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社

ワイエム証券株式会社

株式会社三菱UFJ銀行（委託金融商品取引業者
三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社）

（インターネットトレードのみ）

関東財務局長（登金）第5号

関東財務局長（登金）第5号

関東財務局長（登金）第33号

関東財務局長（金商）第2336号

中国財務局長（金商）第8号

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇


